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̶  29  ̶
年齢別人口統計としての選挙人名簿の精度について（山田）
結果も公表している。







 1） 内閣府政府広報室（2008 ～ 2013）によれば，選挙人名簿を対象者の抽出台帳
として利用した意識調査は，最近の各年度において数十件（2007 年度 77 件，
2008 年度 56 件，2009 年度 87 件，2010 年度 79 件，2011 年度 74 件）実施され
ており，都道府県およびマスメディアによる調査に多い。
 2） 有坂（2010）





















































年 9 月 2 日と同年 12 月 2 日）間の有権者数の抹消・新規登録などによる変





発生した抹消者数は前回（同年 9月 2日）定時登録者総数に対して 0.85％に
表 2－ 1　年齢別移動人口（2010 年）











































































時登録と比べて 5割前後多い。9月の定時登録では 3・4 月に多い転入者・
転出者が登録または抹消されるためであろう。
　他方，滋賀県全体は人口移動の点からみると純流入地域に属する。2010
































































る。これらの 3市区町では 2009 年度における全年齢人口についての転出率
（2010 年 3 月末の住民基本台帳登録者総数に対する 2009 年度の転出者数の
比率）が全国平均の 4.2％に近いかそれを上回る高い水準にあった 7）。また，
接近した時点の年齢別住民基本台帳人口データも掲げた。これらの地域の年
齢別有権者数を変動が最大の年齢（層）である 20 歳または「20 歳～ 24 歳」
についてみると，10 月末ないし 11 月下旬実施の選挙の時点の有権者数は参





表 2－ 5　年齢別有権者数と国勢調査による「日本人」人口（2010 年北谷町）























































 3） 2010 年 7 月 1 日現在の推計人口に対する同年 1年間の都道府県外への転出者の
比率は，20 歳以上全体では男性は 2.2％，女性は 1.6％であるのに対して，20
代の男性では 6.7％，同女性では 5.7％に達している。総務省統計局（2013）
 4） ほかに十数の市区町村が定時登録時点間の変動数を公表している。




 7） 年度末全年齢人口に対する 2010 年度の転出者比率は，北谷町 6.0％，板橋区
5.8％，会津若松市 3.4％であった。
3　全国についての性別有権者総数の検討





̶  38  ̶
年齢別人口統計としての選挙人名簿の精度について（山田）
1 は，2010 年 9 月 2 日現在の定時登録による性別有権者数と同年 10 月 1 日
を基準日として実施された国勢調査による 20 歳以上の「日本人」人口を地








 1） 国勢調査による「外国人」数をその 3か月後が基準日である在留外国人統計の
集計数が毎回大幅に上回っているので，外国人が国勢調査の実地調査において
「日本人」として回答した可能性も否定できない。2010 年の場合，同年 12 月末
の在留外国人統計は約 213 万人であったが，同年 10 月 1 日を基準日とする国
表 3－ 1　2010 年定時登録有権者総数と国勢調査による 20歳以上「日本人」人口
̶  39  ̶
年齢別人口統計としての選挙人名簿の精度について（山田）
勢調査による「外国人」数は約 165 万人であった。





















　表 4－ 2は，2010 年参議院議員選挙よりも実施時期が国勢調査（10 月 1 日）
と接近している 2005 年衆議院議員選挙投票日当日（9月 11 日）の有権者数
の調査結果を同年の国勢調査による 20 歳以上「日本人」人口を地域属性別
に対比したものである。国勢調査による「日本人」に限定した「年齢不詳」
̶  40  ̶
年齢別人口統計としての選挙人名簿の精度について（山田）
数 3）は利用できないが，両統計の関係は 2010 年とほぼ同様の傾向となって
いる 4）5）。
注




̶  41  ̶
年齢別人口統計としての選挙人名簿の精度について（山田）
 2） 2010 年参議院議員選挙時の抽出集計による全年齢の投票率は全数集計よりも男
女とも約2％高い（表4－ 1）。1980年以降の他の選挙時の両集計の相違は，0.7％
～ 3.6％であった。
 3） （外国人を含む）総数についての「年齢不詳」率は，最も高い区部では 1.0％で
あった。
 4） 2000 年衆議院議員選挙投票日当日（6月 25 日）の有権者数の調査結果を同年
の国勢調査による 20 歳以上「日本人」人口を地域属性別に対比すると，2005 年・
2010 年の両統計とほぼ同様の傾向となっている。
 5） 1995 年国勢調査以前は，「日本人」についての結果は全国についての集計だけ
が公表されており，区部・市部・町村部別集計は公表されていない。
表4－2　衆議院議員総選挙投票日の有権者と国勢調査による「日本人」（2005年）
















域である岐阜県（2010 年参議院議員選挙，全市町村から各 1投票区計 42 投
票区抽出），②人口の純流出が継続している町村から人口の純流入が継続し
ている大都市までさまざま性格の地域が含まれている福岡県（2010 年参議
院議員選挙・2011 年知事選挙，全市区町村から各 1投票区計 72 投票区抽出），
③最近約 10 年間は人口の純流入が継続している大阪市（2010 年参議院議員
選挙，全区から各 1投票区計 24 投票区抽出）についての集計結果の年齢別
構成を，国勢調査結果と比較する。
　表 5－ 1 には岐阜県の 2010 年参議院議員選挙投票日の抽出投票区の有権
者数と国勢調査による「日本人」人口の年齢別構成比率を対比した。男性で
は 50 代前半まで，女性では 40 代後半までは年齢別有権者数の構成比率が国
勢調査による「日本人」人口の構成比率を上回っており，それ以外の年齢層
では両統計の関係は逆転している。
̶  43  ̶
年齢別人口統計としての選挙人名簿の精度について（山田）




ある。男女とも 20 代から 40 代後半までは年齢別有権者数の構成比率が国勢
調査による「日本人」人口の構成比率を概ね上回っており，それ以外の年齢
層では両統計の関係は逆転している。
表 5－ 1　有権者 1）と国勢調査による「日本人」人口
の年齢別構成比率の比較（2010 年岐阜県）
̶  44  ̶
年齢別人口統計としての選挙人名簿の精度について（山田）
　表 5－ 3 には大阪市の 2010 年参議院議員選挙投票日の抽出投票区の有権
者と国勢調査による「日本人」人口の年齢別構成比率を対比した。福岡県と
同様に国勢調査結果には「年齢不詳」が男性では 0.6％，女性では 0.4％含ま

















 2） 沖縄県（41 投票区抽出）・青森県（40 投票区抽出）・北海道（33 投票区抽出）
などが同様の集計を公表しており，これら 3県の両統計の大小関係は岐阜県と
類似している。
表 5－ 3　有権者 1）と国勢調査による「日本人口」人口
の年齢別構成比率の比較（2010 年大阪市）
̶  46  ̶
年齢別人口統計としての選挙人名簿の精度について（山田）
6　市区町村別年齢別性別有権者数の検討




















2005 年についても表 6－ 8とほぼ同様の傾向を示している 3）。










































̶  49  ̶
年齢別人口統計としての選挙人名簿の精度について（山田）
表 6－ 4　年齢別有権者数と国勢調査による「日本人」人口（2010 年上越市）
表 6－ 5　年齢別有権者数と国勢調査による「日本人」人口（2010 年 /2011 年小諸市）





































̶  51  ̶
年齢別人口統計としての選挙人名簿の精度について（山田）







表 6－ 7　年齢別有権者数と国勢調査による「日本人」人口（2010 年佐久市）
表 6－ 8　　年齢別有権者数と国勢調査による
「日本人」人口（2010 年掛川市）
̶  52  ̶
年齢別人口統計としての選挙人名簿の精度について（山田）
が，他の地域よりも一般に多いと考えられる。






















































































































　つぎに東京都の特別区について両統計の関係をみてみよう。表 6－ 12 ～





在している。表 6－ 9・10・11 と同様の傾向といえる。
　表 6－ 17 は，東京都の特別区のうち 2010 年参議院選挙時点などについて
10 歳階級別の性別有権者数しか入手できなかった港区・杉並区について有
権者数・国勢調査結果を対比したものである（港区の男女別集計は公表され








































































































̶  59  ̶
年齢別人口統計としての選挙人名簿の精度について（山田）
　他方，藤井寺市では全年齢層において両統計の間には大きな相違はみられ
ない。女性の 20 代前半と 40 代において有権者数を国勢調査結果が 3％ほど
上回っているほかは，国勢調査結果が有権者数を下回っているか（男性の






̶  60  ̶
年齢別人口統計としての選挙人名簿の精度について（山田）
注
 1） 2009 度の転出率は，八戸市 3.4％，福島市 3.2％，足利市 2.5％，上越市 2.2％，
小諸市 3.3％，新居浜市 2.6％，佐久市 3.0％，掛川市 3.4％。
 2） 2009年度の転出率は，さいたま市5.5％，横浜市5.5％，広島市5.3％，中央区9.5％，
文京区 8.2％，台東区 6.7％，目黒区 9.1％，練馬区 5.9％，港区 9.1％，杉並区 7.7％，
町田市 4.0％，日野市 4.9％，藤井寺市 4.0％。
 3） 掛川市以外にも，福島市（2005 年）・足利市（2005 年）・上越市（2005 年）・佐
久市（2005 年）・新居浜市（2005 年）・さいたま市（2005 年）・文京区（2005 年・
2000 年）・目黒区（2005 年・2000 年）・杉並区（2005 年・2000 年）・練馬区（2005


































出した成人への裁判員名簿登録通知の発送結果（2012 年 11 月発送）におい
て「宛先不明」「（裁判員としての欠格理由に該当する場合以外の）その他（住
所変更を含む）」となったケースの比率を示したものである。2012 年 9 ～ 11
表 7－ 1　訪問面接調査における「住所不明」「転居」率













̶  63  ̶
年齢別人口統計としての選挙人名簿の精度について（山田）








 1） 青森市選挙管理委員会は，郵送された投票所入場券の返戻数を 2009 年以降公
表しており，2010 年 10 月に実施された市会議員選挙では有権者総数 248826 人
に対して 650 件であった。青森市選挙管理委員会（2011）





 5） 郵送調査の配達不能率の平均値は 2005 年度～ 2012 年度の市区町村による 327
調査では 0.8％，同じく都道府県などによる 24調査では 1.0％であった（メール
便使用調査を除く）。この相違には後者では抽出日と発送日の間の期間が前者よ
りも長いためにその間に発生した転出者などが作用していると考えられる。
表 7－ 3　「配達不能」率別郵送意識調査 1）
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